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行政広報広聴の基礎的枠組みに関する一考察
金　井　茂　樹
要約
昨今，自治体の保有する行政情報の適切な提供と住民の意見要望を反映した政策形成が求められている。こ
れは行政と住民とのコミュニケーションの活性化と情報共有の要請である。地方行政においては参加・協働の
理念のもと民意を政策に反映させる仕組みが整備されつつあるが，行政と住民との間に十分な情報循環が実現
しているとは言えない。このことは住民とのコミュニケーションの最前線にたつ広報広聴が機能していないと
いうことでもある。
そこで，本稿ではこれまでの広報広聴研究を踏まえ，行政広報広聴の本質を情報開発と価値創造による行政
と市民との信頼関係の構築・維持にあるととらえ，その理念の整理を行った。そのうえで行政広報広聴が対象
とする情報を，広聴による個別情報と構造情報，広報による公共サービス情報と政策情報に分類して行政広報
広聴の基礎的枠組みを提示した。これは行政がその理念のもとに多元的なチャネルを通して個別・構造情報の
集約・調整と公共サービス・政策情報の提供・公開という情報循環を戦略的かつ継続的に実践することにより
情報開発・価値創造を実現し住民との信頼関係を構築するというものである。ニューパブリックマネジメント
のもと住民参加，住民の納得，住民の満足という視点から行政サービスが評価されるなかにあって，現代的な
行政広報広聴の本質と理念を踏まえた枠組みを構築することは今後の自治体経営さらには地域民主主義の実践
にとって意義があると考える。
キーワード：自治体，広報広聴，情報循環，価値創造
１．はじめに
昨今，自治体の保有する行政情報の適切な提供と
住民の意見要望を反映した政策形成が求められてい
る。これは行政と住民とのコミュニケーションの活
性化と情報共有の要請である。自治体においてこの
役割を担うのが広報広聴であり，その目標は情報の
非対称性の克服と情報共有を通じた信頼関係の構築
である。「情報なくして参加なし」，「情報は民主主
義の通貨」と言われるように広報広聴は参加・協働
による行政経営や地域民主主義にとって不可欠な活
動である。少子高齢化による税収低下，地方の自立，
少数精鋭の自治体経営，自治体間競争等の厳しい環
境のなかで，多くの自治体は情報通信技術を活用し
た新たな広報広聴手法を積極的に試みている。しか
し，情報通信技術の活用は少子高齢社会における情
報格差を拡大させる可能性もあることから，自治体
は新手法のみならず従来手法についても社会環境に
適応させながら質的転換を図っていく必要がある。
地方分権推進法が成立して以来，公共の新しい経営
方法であるニューパブリックマネジメント（NPM：
New Public Management）が推進され，住民参加，
住民の納得，住民の満足という視点から行政サービ
スが評価されるようになり，広報広聴の継続的改善
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の実践を目指す「広報広聴戦略プラン」を策定する
自治体も登場してきている。しかし，住民の価値意
識や生活様式の多様化，情報通信技術の急速な発達
や情報端末の普及を背景にした住民とのチャネルの
多様化・複雑化の状況にあって，必ずしも広報広聴
が十分に機能しているとはいえない。情報発信機能
としての広報と情報収集機能としての広聴による情
報循環によって，行政と住民との信頼関係をいかに
醸成していくかが大きな課題となっているのである。
そこで，本稿では戦後から現在までの広報広聴に
関する研究を検討することにより，行政広報広聴の
本質と理念，対象とする情報，手法・チャネルにつ
いて整理し基礎的枠組みを提示することを目的とす
る。情報化が進展し行政と住民を結ぶチャネルが複
雑化するなかで，現代的な行政広報広聴の理念を踏
まえた枠組みを提示することは今後の自治体経営さ
らには地域民主主義の実践にとって意義があると考
える。なお，本稿は地域住民の日常生活に密接に関
わる多様な情報を有する基礎的自治体を念頭に議論
を行っている。
２．行政広報広聴の位置づけ
行政機関における広報広聴は，憲法15条２項の公
務員の地位と職務に根拠づけられる性質をもつとい
われている。つまり，「公務員は，『全体の奉仕者』
として職務を遂行することを憲法が規定している以
上は，行政広報は，民主主義国家にとって，固有の
ものであり，必然のもの」（縣2006：１）とあるよ
うに，広報広聴は法令上の明確な規定はないものの
民主的行政にとって不可欠な活動のひとつとされて
いる。
2.1　行政広報と自治体広報
ここでは，一般的に用いられる行政広報と自治体
広報の関係について確認する。行政広報は，しばし
ば政府広報と都道府県と市区町村による自治体広報
に区分されるように，自治体広報は行政広報の下位
概念とされ，自治体広報は “ 執行機関による広報 ”
として認識されることが多い１。しかし，自治体は
首長と議会との二元代表によって構成されることか
ら，自治体広報には本来的に首長による行政広報と
自治体議会による議会広報があるはずである。昨今
の自治体議会改革の広がりのなかでも議会広報の重
要性が議論されるようになってきている２。広報と
広聴の関係については，高寄（1987：３−６）が行
政広報の機能を，⑴行政目的や行政効果を市民に理
解してもらう，⑵市民生活の利便性向上と行政事務
の遂行の円滑化の基盤となる，⑶市民の理解と批判
の上での行政運営を実現すること，⑷住民と行政と
の情報循環媒体としての機能を担うもの，と整理し
ているように，本来的に行政広報は広報と広聴の両
者を含む概念であると考えられる。本稿では，自治
体広報は広義の行政広報と議会広報で構成され，前
者は狭義の行政広報と広聴を含むものとしてとらえ
ることとする。なお，本稿では行政広報を狭義の意
味で用いることとする。
2.2　行政広報と情報公開
次に，行政広報と情報公開の関係について確認す
る。両者の関係について，西尾，村松（1995：200）
は「統治過程における広義の情報公開とは，政府が
管理している情報を，市民をはじめその外部にいる
者が認識し操作できる状態におくこと」と定義し，
この広義の情報公開を “ 公開の裁量・義務 ” の軸に
より「情報提供施策」（裁量）と「情報公開制度」（義
務）に二分している。そして，この情報提供施策を
“ 対象者が特定・不特定 ” の軸により情報センター
施策（特定）と広報施策（不特定）とに分類してい
る３。また，堀部（1996：38-39）は広義の情報公開
を “ 請求による公開か否か ” および “ 公開の任意・
義務 ” の軸によって，「情報提供施策」（請求無・任
意），「公表義務制度」（請求無・義務），「任意的開示」
（請求有・任意），「義務的開示」（請求有・義務）と
いう体系を示している。これら広義の情報公開の体
系を再整理したものが表１である。ここでの行政広
報施策は「情報提供施策のうち開示請求を要しない
もの」および「情報公開制度のうち開示請求を要し
ないもの」で構成されるものとした。ただし，自治
体が保有する情報の公開については，「行政機構が
80
Hosei University Repository
行政広報広聴の基礎的枠組みに関する一考察
みずから，つまり〈内から〉内発的に整理・公開す
るような態勢をとるべきなのである。」（松下1981：
17）といわれるように，この枠組みに限らず積極的
に公開することが必要になる。
2.3　行政広報広聴を主管する部門
前述したとおり，行政広報には明確な法令上の規
定が存在せず，若干の例外（自治体の予算および決
算の公表等）を除いてその実施が選択的であり，そ
の手法を含めて行政の創意工夫によっていかなる形
態にも構成可能で，それぞれの自治体が独自の施策
を展開している。ここでは，１都３県における市区
町199団体（東京都49団体，神奈川県33団体，千葉
県54団体，埼玉県63団体）を対象に行った広報広聴
を主管する部門の調査から広報広聴が自治体組織の
なかのどの部門によって実施されているのかについ
て確認する４。調査対象の199団体のうち広報広聴
を主管する部門は，経営企画や政策経営など企画系
が87団体，市長室や秘書課などの首長直属部門が59
団体，総務系が43団体，広報系が４団体，市民系が
６団体となっている。総務系に属する団体は，総務
部または総務課に属し，広報系は経営企画や市長室
とは別に広報専担の部または局が設置されている団
体である。市民系は市民局や市民部の中に設置され
ているもの，または部制をとっていない市民課など
に属する団体である。このように現在の広報主管部
門は，経営企画や市長室，秘書室など首長と直結し
た組織内に位置づけられている団体が多く，広報広
聴には首長の意向が直接反映されて展開されている
と考えられる。なお，人口規模が小さい市または町
においては総務系の部門が主管している団体が多く
なっている。
３．行政広報広聴の先行研究
行政広報広聴研究における時代区分については，
経済状況の変化に焦点をあてた磯辺（1981），社会
学や行政学に焦点をあてた上野（2003），国と都道
府県の行政広報の関係性に着目した濱田（2007）な
どの先行研究があるが，ここでは行政が実施する広
報広聴手法に着目するために，①戦後～1950年代，
②1960年代～1980年代，③1990年代～2000年以降の
３期に分けて時系列で行政広報広聴の理論的研究を
中心に概観する。
3.1　戦後～1950年代
3.1.1　広聴
戦後，GHQ により民主化政策のひとつとして導
入された PR（Public Relations）５のもと，GHQ の
幕 僚 部 局 で あ っ た CIE（Civil Information and 
表１　行政広報と広義の情報公開
区　　分 情報の内容 制度・施策 手法・チャネル
< 情報提供施策 >
情報公開が政府機関の裁
量に委ねられているもの
請求を前提にする 情報センター施策
・資料室・図書館等における閲覧
・行政刊行物の頒布
・相談窓口等での資料配付
請求を前提にしない
行政広報施策
・広報紙誌の発行
・行政資料の刊行
・報道機関への情報提供
< 情報公開制度 >
情報公開が政府機関に義
務づけられているもの
（狭義の情報公開）
< 情報公表義務制度 >
請求を前提にしない
・会議の公開、議事録の公表
・条例等の公布、公示
・財政状況の公表
・計画・報告書等の縦覧
< 情報開示請求制度 >
請求を前提にする
特定情報開示請求制
度（特定者開示）
・証明書の交付
・個人情報の開示請求
一般情報開示請求制
度（不特定多数開示）
・ 情報公開法（条例）にもとづく
情報の開示
（出典）西尾，村松（1995：202）および堀部（1996：40）をもとに筆者が作成
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Education Section：民間情報教育局）の指導・勧告
により世論調査が導入された６。戦前の日本でも
“ 府県統計書 ”（明治初期から太平洋戦争初期），“ 月
島調査 ”（高野岩三郎ら，1918～1920），“ 家族の研究 ”
（戸田貞三，1926）など学術調査が行われていたが，
世論調査の導入を機に科学的な調査の確立のために
日本人の専門家の育成が図られた（本間1995：5-7）
７。1947（昭和22）年には政府初の世論調査（『経
済実装報告書に関する世論調査』）が実施され，自
治体にあっては1948年に熊本県がはじめて世論調査
を実施し，翌年には札幌市や松本市など基礎的自治
体でも４件の調査が実施された８。当時の自治体世
論調査については，「調査主題は明確な行政目的を
もち，特定問題に焦点を当てた調査と県市政全般の
総花的調査にわかれており，調査地域は例外なく自
治体の範囲に限られ，全体としてサンプリング調査
となっている」（日本世論調査協会，1986：44）と
あり，当時の世論調査が科学的な調査として実施さ
れていたことがわかる。1950年代に入ると戦後日本
の世論調査を指導したデミング（W. Deming）によ
る数理統計に関する研究書が翻訳されるなど日本に
も標本調査が浸透し，自治体による調査件数も急増
していった９。
このような状況のもと，初期の広聴研究者として
小山栄三をあげることができる。小山は，戦後導入
された世論調査の発達を踏まえて民主政治における
世論把握の重要性を指摘するとともに，科学的手法
としての世論調査に期待が寄せられていた当時の状
況を報告している。そして，世論調査の意義につい
て，「近代調査法の基本原則と目的とは如何にして
事実を発見し，それを現実に反映せしめるのかとい
う政策論の問題と連関し，世論調査の用いる方法，
技術の進歩は社会科学をして精密科学たらしめる最
も重要な貢献をなした。」と評している（小山
1956：5）。さらに，当時の世論調査の現状に対して
「いい加減に行われた世論調査も科学的に正確を期
すために多大の時間，費用，努力を注いだ世論調査
も同じ価値をもつものとして取り扱われがちであ
る」と述べ，その品質の確保の重要性について言及
している（同：5）。
3.1.2　広報
他方，広報については政府と市町村の対応に差が
見られる。導入直後の政府にあっては PR 概念の曖
昧な理解にとどまり，手段・技術の理解が中心で
あったといわれている。市町村にあっては「広報の
意義を理解しない粗雑，無責任なものも多く，全体
としては，その技術性を論ずる以前の問題」（松田
1961：76）10と指摘されるように非常に混乱した状
況がうかがえる。しかし，その後の CIE による指
導により1950年代半ばまでには広報紙の発行や報道
対応等を中心に市町村の広報体制は整備されていっ
たのである11。
初期の広報研究としては，樋上（1951, 1952a, 
1952b, 1953a, 1953b, 1953c, 1954, 1955）および井出
（1957, 1958）があげられる。樋上は一連の PR 概念
及びその基礎理論に関する研究のなかで，民主政治
の二つの原則（民意反映の原則・公表公開の原則）
を実行するための PR の必要性や民主政治の基本要
素としての広報理論について言及した。また，井出
は行政広報の実態調査がほとんど実施されていない
状況を指摘するとともに，自治体における首長と広
報の関係を明らかにしたうえで，広報主管課が担当
する「一般広報」と運用各部課が主管する「個別広
報」に類型化して広報機構の理論的枠組みを提示し
た。
3.2　1960年代～1980年代
3.2.1　1960年代
1960年代は日本経済の発展の結果として公害問題
や環境破壊が引き起こされ，都市の社会資本整備の
遅れにより生活環境が悪化した時期であり，首長と
住民との関係の希薄化や民意軽視の行政運営が顕在
化してきた時期でもある。当時，反公害や福祉政
策・憲法擁護を訴えた革新首長は，「住民直結」や
「市民生活優先」の理念のもと，市民集会や行政相
談といった行政と住民を結ぶ手法を導入し広聴活動
を拡充させた12。議会では与党が圧倒的少数という
政治構造における革新首長にとって，この広聴活動
は市民との距離を近づけるという重要な意味をもっ
ていたのである。
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この時期の広聴研究として辻（1962c）と井出
（1967）をあげることができる。辻（1962c：55）は，
広聴活動を調査活動（能動的・集約的）とそれ以外
の広聴活動（受動的・個別的）に分類するなど広聴
活動の枠組みを示した。そして，当時の広聴活動に
ついて中心的役割を担う世論調査の重要性に比して
自治体において十分に実施されていない状況を分析
するとともに，調査以外の広聴活動については市政
懇談会，相談業務，苦情処理といった活動から広聴
活動の機能を考察した。また，井出（1967：141）
は「『革新』自治体の登場は，住民直結の基本姿勢
を打ち出すことによって，この要請に応え広報活動
を強化拡充するとともに，そのあり方を質的に高め
る役割を果たそうとしている」と評し，自治体広報
の起源が「草の根デモクラシー」の政治理念と結び
ついていることを論じた。
他方，広報研究として井出（1961a, 1961b, 1964, 
1967），松田（1961），辻（1962a, 1962b, 1962c）を
あげることができる。井出（1967）は法的な拘束が
ない広報広聴施策に対する評価の重要性とともに行
政広報の品質について言及した。また，松田（1961）
は市町村に定着した広報活動に対して，当時の広報
の技術的側面に対する課題に批判が偏り，民主政治
の基本要素という観点からの議論の欠落について問
題点を指摘した。さらに，辻（1962a, 1962b）はこ
の松田の研究を引用しながら政治広報と PR との関
係について考察を加え，行政広報の機能と限界につ
いて理論的な分析を行っている。広報実務に関して
は，高木（1961）や海老原（1964）の研究がある。
高木は1960年代はじめの広報の活動状況について自
治省調査を引用しながら，当時の市の98％，町村の
80％が広報紙（誌）を発行していること示し，市町
村において広報活動が定着してきた状況を報告して
いる。
3.2.2　1970年代～1980年代
1970年代は福祉行政の充実や公共施設の整備など
住民ニーズが充足される一方で，高度経済成長にと
もなう都市化や市町村合併により多様な価値観をも
つ住民が参加を模索した時期である13。また，革新
自治体のもっていた「住民直結」や「市民生活優先」
といった革新性への評価が高まり，多くの自治体に
対話や参加が課題としてつきつけられた時期でもあ
る。革新首長らが行った「市長への手紙」，「住民集
会」，「相談行政」といった直接民主主義的な広聴施
策に対しては議会の反発があったが，住民運動の多
発化，自治体と住民，住民同士との対立構造が顕在
化するなかでそれらは着実に根付いていった。70年
代の革新自治体の広聴施策は首長と住民との関係の
構築に貢献するとともに行政参加を促進し自治体の
基本施策となったのである。80年代は，国に先駆け
た自治体による情報公開の制度化を背景に，情報の
自由な流れの確保に不可欠な広報の重要性と情報の
「公開」のみならず，積極的な「提供」についても
その機能が再認識され，情報公開と広報広聴との関
係に関する研究が行われた14。
この時期の広聴研究として，加藤（1970）および
中村（1976）をあげることができる。加藤（1970：
125）は，住民から要望・意見を収集，整理分析して，
意思決定を行い，住民の意向に対応するキメ細かい
行政活動を実現することが行政広報広聴の最大の前
提であるとして，個別意見への対応の重要性を強調
した。そして，直接民主主義的な広聴施策について，
中村（1976：269）は「それは行政側が市民の市政
に対する潜在的な不満や要求を掘りおこすために，
積極的にその制度化を図り，同時に制度の運用過程
に行政情報を交流させることによって『市民意識』
を啓発しようとするきわめて斬新な試みであった」
と評価している。80年代には，「年に一度の世論調
査（３年に１度程度の市町村も多いが）と『市長と
語る集い』などの集団広聴活動くらいで，多くの市
町村でパターン化されていた」（上野2003：346）と
あるように，調査の実施や意見の収集が広聴活動で
あるといった広聴の形骸化とルーチン化が見られる
ようになってきた。このような状況のなかで，今川
（1987, 1989）は，広聴活動と民主政治との関係を，
広聴活動の原点にもどり，政治的な意義を強調して
いることは注目すべきである。
他方，広報研究としては，小山（1971, 1975）や
本田（1975, 1979），加藤（1978），宮崎（1980）を
あげることができる。小山（1971）は，広報広聴の
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目的達成のためには，「企画的」かつ「継続的」に
実践することが不可欠であるとして広報活動に戦略
性を求めた。また，本田（1975）と加藤（1978）は，
市民参加と行政広報の関係について不十分な市民参
加の補完の役割を果たす広報の重要性を指摘した。
宮崎（1980：16）は70年代の広報実務を「問題別広
報・広聴，政策提起型広報・広聴など民主化・科学
化という面で進歩はみられる」との評価を行った。
80年代における情報公開制度と広報広聴との関係に
ついて三浦（1981, 1982a, 1982b, 1986）による一連
の研究がある。これらの研究のなかで三浦は先進的
な情報公開を行っていた神奈川県，埼玉県，滋賀県
の職員を対象に行った調査結果をもとに議論を行
い，情報公開と行政広報とについて多角的な検討の
必要性を強調している。さらに，この時期に高度情
報化社会における広報の機能についても報告された
（兼子他，1986）。
3.3　1990年代～現在
1994年頃からの電気通信事業者によるインター
ネット接続サービスの開始によりインターネットが
個人にも身近なものになった。1998年以降自治体
ウェブサイトは急速に増加し，電子メールを活用し
た行政と住民との間の双方向かつ迅速なコミュニ
ケーションを実現することになった。このインター
ネットを活用したチャネルは，それまでの紙媒体を
中心とした情報の流通形態・循環環境を大きく変容
させたのである。電子メールで寄せられる情報は，
すべてデジタルデータとして保存され，編集・分析
も容易になった。しかし，急速な情報化のなかでイ
ンターネット活用の有無が情報の量的・質的格差の
要因になるというデジタルデバイトの問題も提起さ
れた。さらに，1990年代後半から2000年代前半にか
けて，電子政府・電子自治体の推進と情報通信技術
やソフトウェア技術の発展を背景にして，顧客との
関係を的確かつ総合的に把握する CRM（Customer 
Relationship Management）の自治体への導入が検
討され，市民の声の政策形成への活用について議論
が活発化した15。その後，電子掲示板や電子会議室，
SNS（Social Networking Service）など新たな手法
が次々と自治体に導入されてきている。最近では，
協働による統治というオープンガバメントの見地か
らのオープンデータの議論や地域のブランド化を目
指すシティプロモーション・シティセールスの議論
など行政広報が対象とする情報の拡張が見られる
16。
この時期における広聴研究として，自治体世論調
査を対象にした大谷（2002, 2003）や市民の声を分
析した近藤（2003），仙台都市総合研究機構（2003）
がある。大谷の研究では大阪府下の44自治体および
香川県43自治体を対象に行った自治体世論調査の調
査結果をもとに，サンプリング方法から調査項目の
ワーディングまで詳細に分析され自治体世論調査の
現状と改善策が示されている。また，近藤や仙台都
市総合研究機構の研究においては市民の声の分析手
法にテキストマイニング技術を活用して，具体的な
市民の声のテキストデータの分析からの知識の発見
が試みられている。他方，広報研究で注目すべきは
本田（1995）である。この研究ではそれまでの行政
広報の本質と理念について再検討を行い理論的な枠
組みを提示している。ただし，本田の提示した枠組
みには情報通信技術の活用を含んではいない。ま
た，中村（1996），上野（1997, 2003），賀来（1998）
は，政策形成とインターネットの利用に関する論点
に関連させて政策形成と広報との関係について議論
を行っている。とくに，上野（2003：140）は，「『ネッ
ト市民』と呼ばれる新しい市民層の出現が自治行政
に新しい波を起こしつつある」状況をとらえて，イ
ンターネットの即時性と双方向性が今後の行政広報
広聴に威力を発揮する可能性を指摘して，「広報広
聴の担当者は，地域社会における生活者の動向に眼
を向け，情報の受発信に新しいスタイルの開発を考
えなければならない。」ことを指摘した。
４．行政広報広聴の基礎的枠組み
以上の行政広報広聴研究の発展の歴史を踏まえ，
行政広報広聴が対象とする情報と手法・チャネルに
ついて検討を行い行政広報広聴の基礎的枠組みを構
築する。
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4.1　行政広報広聴とは
4.1.1　行政広報広聴の概念
行政広報広聴の概念については，樋上（1953a：
37および1955：126）が「公衆の意見反響などの調
査」（広聴活動），「政策の適合と業務の改善」（分析
活動），「広く一般に知らせる活動」（広報活動）の
基本要素からなり，それらが循環することによって
「質のよい世論を生み出すのが，廣報の務めである」
として，行政広報広聴の概念の構成要素と目的を示
した。また，井出（1967：32）は「行政体と公衆と
の相互統合を求め，行政において『同意の循環』を
可能ならしめること」が広報広聴の機能であり，行
政広報広聴を「行政体の内と外とを有機的に関連づ
け，様々な環境諸要素が絡みあう行政のダイナミッ
クスの中で，『統合の再生産』を保証することを目
指す，高度の行政機能」と定義し，各構成要素の統
合の重要性を指摘した。さらに，小山（1971：27）
は「行政広報とは，⑴その目的が民衆の信頼および
協力を得ようとするものであり，⑵このために政府
の政策，サービス，活動に関するインフォメーショ
ンを国民に流すものであり，⑶それが効果をあげる
ためには民衆の意向や可能なまたは真実の反応を
知って施策に反映させることが必要であり，⑷その
ためには専門の部局を設けて企画的に継続的におこ
なわなければならない」活動と定義して，広報広聴
による情報の循環とその継続的かつ戦略的な実践を
提言した17。本田（1995：64）も「住民と行政体当
局との間に最良の関係を設定し，これを継続的に維
持すること」として，行政広報広聴の目的として住
民と行政との信頼関係の構築を重視した。
これらの先行研究によると，行政広報広聴概念は
市民の意見（住民選好）の集約を行う広聴活動，管
理情報の利用機会の確保を行う広報活動，そして政
策の適合や統合の再生産である分析活動を構成要素
とするものといえる。しかし，分析活動における政
策の適合や統合の再生産が具体的に何を目的として
いるのかについては具体的に述べられていない。こ
れについては，NPM が推進され，住民参加，住民
の納得，住民の満足という視点からの政策評価，す
なわちこれまで以上に住民視点からの政策が要請さ
れていることを鑑みると，分析活動は行政と住民と
の同意循環によって住民にとって価値ある情報や施
策・政策を創造することであると考えられる。そこ
で，本研究では行政広報広聴を「自治体と市民との
情報循環により新たな価値を創造し，政策への反映
を通して信頼関係を戦略的かつ継続的に構築・維持
することを目的とする活動」と定義する。つまり，
行政広報広聴は価値創造による信頼関係の構築なの
である。
4.1.2　行政広報広聴の理念
「PR が他のコミュニケーションの諸形態から区
別されて，まさに PR として現れるためには，そこ
に本質的な理念なりが当然掲げられていなければな
らない」（井出1967：17）との指摘のとおり，行政
広報広聴も一定の理念のもとに実践されなければな
らない。
行政広報広聴の理念に関しては，樋上（1953a）
は民主政治の二大原則（民意反映・公表公開）から，
①水平性，②義務性，③交流性，④客観性，⑤教育
性，という理念を指摘した18。また，井出（1967）は，
PR 概念の成熟に寄与した諸要素を拾い出し，①事
実に基づいた正しいインフォメーションの提供（情
報真実性），②コミュニケーションにおける「相互
過程（two way process）」の確保，③「社会的責任」
と「公共の利益」との一致，④人格的存在として認
めたうえでの相手の言い分に耳を傾けた真実に基づ
いた情報提供，を指摘した。さらに，本田（1995）
は，それまでの行政広報の理念を，①情報真実性，
②周知徹底性，③反応期待性，④平等並行性，に整
理した。
このように，PR の導入以来いくつかの理念が提
示されてきた。そのなかでもっとも重視されている
理念が真実性である。これは，行政が提供する情報
が真実であると同時に，市民から真実の反応を得な
ければならないという理念である。樋上による「客
観性」や井出や本田が指摘した「情報真実性」の理
念とも共通するものである。インターネット時代で
は行政からの迅速な情報提供が期待されるうえ，公
開のタイミングが情報の真実性に大きな影響を与え
ることから，真実性の理念は情報が適時・迅速に提
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供されることを含むものである。次に，双方向性の
理念である。樋上のいう「交流性」や井出の「相互
過程（two way process）の確保」と同義であり，
双方の意思の交流，同意の循環を目指すこと，すな
わち広報と広聴が双方向かつ一体として実践される
べきことを要求するものである。さらに，網羅性の
理念である。これは本田が指摘する周知徹底性に関
連する理念である。情報の提供・公開のみならず住
民の意見の集約・調整をも含み，地域の様々なライ
フステージにある住民を常に意識しながら広報広聴
の実践を要求するものである。最後が，並行性の理
念である。これは，井出が指摘する相手を人格的存
在として認めることであり，住民の立場に配慮しな
がら同じ目線で広報広聴を実践すべきことを要求す
るものである。本稿においては，これら行政広報研
究の発展の踏まえ，「真実性」・「双方向性」・「網羅
性」・「並行性」を行政広報広聴の４つの理念（Four 
Principles in Public Relations）とした。
4.2　広聴活動
ここでは，広聴活動が対象とする情報と手法・
チャネルについて述べる。
4.2.1　個別情報と構造情報
行政が広聴活動によって収集する民意・世論とは
どのようなものであろうか。民意や世論について
は，これまでに膨大な研究があり様々な定義が行わ
れてきた。岡田（2001：８−10）は，この膨大な世
論研究を総論的に考察するなかで，世論は固定した
情報として存在するのではなく，その発現・展開過
程において多様な姿態を表出し，選挙，世論調査，
レファレンダム，リコール，政党や圧力団体の意見，
マスコミの論調，政治・市民運動など多種多様な世
論形態が多層多重に連関・連動し，あるいは反発・
対抗することで，現代の世論形成は動態的に展開す
ることを指摘し，世論のもつ多種多様かつ動態的な
側面を強調している。そして，世論研究の視座が世
論を超個人的で有機的な組織体として把握する全体
論的視座から，世論を政治社会について諸個人の意
見の集合・集積・総和として把握する個人論的視座
へ転換してきたことを指摘している。
この二つの視座から，広聴が対象とする情報を以
下の二つに分類することができる。ひとつが，住民
が能動的に行政に伝える個人的な意見である（以
下，個別情報という）。これは行政側にとっては “ 集
まる情報 ” といえる。もうひとつが，社会調査など
行政が住民に対して能動的に働きかけることによっ
て “ 集める情報 ” である（以下，構造情報という）19。
この二つの情報は，辻（1962c：55）が指摘した受
動的・個別的活動と能動的・集約的活動にそれぞれ
対応するものである。前者の情報は，住民の自主的
な活動によるものであることから，その内容は個人
的関心が中心である。他方，後者の情報はサイレン
トマジョリティを含んだ住民全体の意見構造や分布
を可視化（母集団の特性を推測）した情報である。
言い換えれば，世論を把握するための全体論的視座
から個人論的視座への転換は，能動的活動により得
た構造情報からのみ世論を考えるのではなく，受動
的活動により得た個別情報の総和からも世論を検討
する必要があるということを意味するのである。こ
の世論検討の際には，「問題は住民の発言がどの程
度にたしかな知識・情報にもとづいたものかどう
か」（加藤1978：190），「市民の能動的な情報処理の
結果と見ることができるだろうか」（高瀬1999：
189）とあるように，行政は把握する世論がどのよ
うな情報や知識（後述する政策論点やその背景とな
る基礎的情報）に基づいて形成されたのかを常に念
頭に置く必要がある。また，同様に世論検討の過程
においては，それらを補足する調査外情報・外部情
報資源（external resources）の利用が不可欠であ
る。
4.2.2　手法・チャネル
次に，個別情報と構造情報を取得する手法・チャ
ネルについて述べる。行政が選択した手法は行政と
住民とを結ぶチャネルとなる。個別情報を収集する
受動的・個別的活動においては，古くから電話，手
紙，はがき，面談，対話集会（市民集会・市民討議）
などの手法が用いられてきた。1990年半ば以降は，
自治体ウェブサイトとともに電子メールが普及し，
2000年代には住民の相互コミュニケーションを可能に
する電子掲示板や電子会議室の活用がはじまった20。
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東日本大震災を機に facebook や twitter といった
SNS も利用されるようになり，リアルタイムでの
コミュニケーションが実現されつつある。また，構
造情報を取得する能動的・集約的活動においては，
前述したようにサンプリング理論等の統計的手法を
活用した世論調査や意識調査が伝統的な手法であ
る。そのほか，厳密な意味でのサンプリンではない
が，意見の構造や分布を測定する手法としてイン
ターネットを利用したモニター制度やウェブ調査な
どが利用されはじめている。
4.3　広報活動
次に，広報活動が対象とする情報と手法・チャネ
ルについて述べる。
4.3.1　公共サービス情報と政策情報
自治体が広報活動によって提供しなければならな
い情報は何であろうか。情報社会論において，地域
情報はしばしば地域概念とともに議論され多様な定
義・分類がなされてきた。その中でも，林（1999：
30−55）は地域情報を「地域社会を含んだ日常生活
における生活者の行動および関心に関わるいっさい
の情報」と定義するとともに，その具体的な内容か
ら以下のように分類している。すなわち，①日常生
活において便益や実益を伴う情報としての生活情
報，②地域にかかわる知識・教養・趣味（歴史，習
俗，芸術，芸能，行事，宗教，娯楽）などの情報と
しての文化情報，③地域に関係する事件・できご
と・催し・予兆などの情報としてのイベント情報，
④地域において賛否や是非を伴う情報としての争点
情報，の４分類である。生活・文化・イベント情報
は，住民への直接的な行政サービスである施策や事
務事業に関する情報が中心であり，受益者たる住民
に公開していかなければならない情報である（以
下，公共サービス情報という）。住民選好の集約・
調整の結果として形成された政策・施策を公開する
のは当然である。また，地域のブランド化を図るシ
ティプロモーションやシティセールスが対象とする
産業振興や地域活性化情報，地域観光情報などは，
地域の魅力という観点から公共サービス情報を編集
した情報と考えられる（以下，シティプロモーショ
ン情報という）。さらには，行政は住民の生命にか
かわる災害情報（平時・発災時・発災後）・防犯情
報・保健予防に関連する情報も日常的に発信してい
く必要がある（以下，安全・安心情報という）。
他方，争点情報は，住民が論点の賛否や是非の判
断など政策・施策を考えるうえで必要な情報である
（以下，政策情報という）。この政策情報は，政治学
や行政学の面から，①争点情報，②基礎情報，③専
門情報に分類される（松下1991：9195）。争点情報
は自治体が直面している多様な課題を整理して争点
として公開する情報と定義され，「市民運動がとり
あげている問題，地域・業界団体の圧力，政党間の
争点」などが該当する。基礎情報は行政がもつ統計，
地図，法務・財務情報など自治体の地域特性や政策
構造に関する情報として定義され，政策争点を政策
解決に結びつけるには不可欠の情報として位置付け
られている。また，専門情報は個別の課題を解決す
るための技術情報と定義される。地震や津波，土砂
災害，インフルエンザなど緊急的な状況に関する危
機管理情報はこの専門情報に分類されるといえる。
また，政策情報には，これらの情報を総合・編集
した「政策選択肢情報」の提供が不可欠であるとさ
れている（新藤2001：211）。これは，政策目標設定
の争点と選択理由，それらの実施にともなう予算・
人的資源・行為規範，さらに技術的可能性などを示
した情報である。「選択肢の立て方がまずく，人々
の意見をうまく分節化することができなければ，住
民たちは，またしても自分たちは正当に代表されて
いないという感覚を持つ」（杉田2006：13）と指摘
されるように，事実情報の公開のみならず，それら
を行政が検討した結果を選択肢として示すことも重
要となる。さらに，評価情報も政策情報のひとつと
して公開することが必要である。それは，「住民は，
行政サービスの供給における地方政府のパフォーマ
ンスに関する正確な情報を提供されなければ，地方
政府の行政責任について有効な判断を行うことがで
きない。また，地方政府もそのパフォーマンスに対
する住民の評価が得られなければ，行政サービスの
供給における行政責任を果たすことはできない」
（伊藤1996：40）からである。
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4.3.2　手法・チャネル
自治体は，これらの情報をあらゆる手法を駆使し
て提供していかなければならない。公共サービス情
報の提供については，行政サービスを網羅的に掲載
したいわゆる便利帳，定期的に発行する広報紙，パ
ブリシティが主な手法である。他方，政策情報につ
いては，これまで基本構想・長期計画や予算書，統
計資料，事業別パンフレットといった紙媒体が主に
活用されてきた。しかし，紙媒体では紙面や予算の
制約から十分な量と質の政策情報の提供ができてき
たとは言い難い。これを克服したのが1990年代に登
場したウェブサイトである。当初こそ記憶容量に制
約はあったが，ウェブサイト上では公共サービス情
報のみならず政策情報についてもテキストや画像に
加え，音声，動画による大量かつ高品質な情報の公
開が可能になった。とくに，危機管理情報の分野に
おいてはライブカメラや雨量レーダーによるリアル
タイムの情報の提供は重要な情報になっている。ま
た，迅速な双方向コミュニケーションを可能にする
SNS も災害時に効果を発揮する事例がしばしば報
告されている。このように，広報手法の多様化によ
り行政と住民を結ぶ情報チャネルが着実に増加し，
そこに流れる情報の品質も向上してきている。ただ
し，行政が多様な手法に対して，どのように行政資
源を配分するかについては今後の検討が必要であ
る。
以上の議論を踏まえ行政広報広聴の基礎的枠組み
を整理したものが表２である。
５．おわりに
行政広報が導入されて以降半世紀以上の間，行政
は広報広聴の発展向上のために努力してきた。しか
し，地方分権，少子高齢化，都市化，情報化など社
会環境の変化にともなう住民の価値意識や生活様式
の多様化，また情報通信技術の発達による手法・
チャネルの多様化・多元化のなかで，あらためて行
政と住民との信頼関係を構築するための枠組みを構
築しなければならない状況にある。本稿では，これ
までの行政広報広聴研究を分析するとともに，行政
広報広聴の概念と本質，そしてそれを支える理念と
ともに，それぞれの活動が対象とする情報と手法・
チャネルについて検討を行い，行政広報広聴の基礎
的枠組みを提示した。この枠組みは，行政が４つの
理念（真実性，双方向性，網羅性，並行性）のもと
に多元的なチャネルを通して個別情報・構造情報の
集約・調整と公共サービス情報・政策情報の提供・
公開という情報循環を戦略的かつ継続的に実践する
ことにより情報開発・価値創造を実現し，住民との
信頼関係を構築するというものである。実務に即し
表２　行政広報広聴の基礎的枠組み
理念・本質 分　　類 情報類型 主な手法
（理念）
真 実 性・ 双 方 向
性・網羅性・並行
性の理念に基づく
戦略的実践
（本質）
情報開発・価値創
造による信頼関係
の構築・維持
広聴
受動的
個別的広聴
民意・世論
（市民の意見・
要望）
個別情報
（個人論的視座）
面談・手紙・対話・電子メー
ル・電子会議室・掲示板
能動的
集約的広聴
構造情報
（全体論的視座）
世論調査・モニター制度・
ウェブ調査
広報
公共サービス広報
（お知らせ広報）
公共サービス
情報
生活情報・文化情
報・ イ ベ ン ト 情
報・プロモーショ
ン情報・安全安心
情報
（紙媒体）
新聞・雑誌
広報紙・報告書・冊子
（電波媒体）
テレビ・ラジオ
（電子媒体）
ウェブサイト・電子メー
ル・電子会議室・掲示板・
SNS
音声・動画配信
政策広報 政策情報
争点情報・基礎情
報・専門情報・選
択肢情報・評価情
報
（出典）筆者作成
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行政広報広聴の基礎的枠組みに関する一考察
ていうならば，行政は住民がいつでも自分たちの意
見を伝えられる体制を整備すると同時に，自らの行
政資源を勘案しながら行政と住民との間に多元的な
チャネルを設定し，誰もが必要なときに必要な情報
を入手できるような状況を構築するとともに，新た
な情報を開発し，それを政策形成に活用していくと
いうことである。行政広報による地域社会における
情報の偏在や非対称性の克服，政治的資源の公平化
の実現は地域民主主義の実践において意義のあるこ
とである。
最後に，行政広報広聴の課題について述べる。手
法・チャネルについては，「民主主義政治体制にとっ
て重要であるのは，意思表出のチャネルが多元的に
整えられていることである。チャネル数が少なけれ
ば，外見的に民主制を採用していても，実質を備え
るものではなくなる」（新藤2000：４）との指摘の
とおり，地域民主主義実践の場とするために，つね
に社会環境や情報通信技術の変化に敏感に対応し，
行政は多元的なチャネルの構築を検討していく必要
がある。新たな手法であるウェブサイトや SNS な
どについては，どうすれば住民にとって価値のある
情報を提供する媒体になりえるのかという観点から
の継続的な研究が必要である。もうひとつが，この
チャネルによって得られた情報の活用である。イン
ターネットや携帯型情報端末の普及により，行政広
報広聴はウェブサイト，電子メールなど強力なツー
ルを確保し，行政と住民をつなぐチャネルに流れる
情報の質的・量的拡張を実現してきた。しかし，そ
れらの行政と住民とを結ぶチャネルは，「民意の軌
道」（辻1960），「同意の循環」（井出1967）を実現す
るような実質的な政策チャネルにはなり得ていな
い。政策チャネルの整備のためには価値創造という
質的転換が不可欠なのである。
注
１　行政広報の分類については，上野（2003）を参照され
たい。
２　自治体議会における議会広報については，廣瀬（2002，
2010）を参照されたい。
３　広義の情報公開の体系については，西尾，村松
（1995：200）を参照されたい。
４　当該調査は筆者が対象となった199団体のウェブサイ
トに掲載されている組織関連ページについて行ったもの
である（2013年３月実施）。
５　日本の PR の起点を GHQ によるアメリカ PR の導入
ではなく，第二次大戦中にドイツを経由して導入された
とする考え方もある。これについては，三浦（1996）を
参照されたい。
６　世論調査（public opinion poll）は，1930年代のアメリ
カで成立した人々の意見を量的データとして統計的に扱
う方法である。戦後日本における世論調査の歴史につい
ては，時事通信社（1946），日本世論調査協会（1986，
1995）を参照されたい。
７　日本への世論調査の導入時にはダイク（K. R. Dyke），
デミング（W. E. Deming）らの貢献があった。
８　地方自治世論調査会（1954）においては，1948年に熊
本県，1949年には札幌市（２回），松本市，丹波市，
1950年には北海道14市，佐賀県，山梨県，岡山県，大分
県が世論調査を実施し，1949年から1950年にかけての昭
和24年度を「地方自治体の世論調査元年」としている。
詳しくは，地方自治世論調査会（1954）『世論調査１』
および日本世論調査協会（1986）『日本世論調査史資料』
を参照されたい。
９　自治体の調査件数は日本の経済成長の緩急に対応した
動きをみせながら急増していった。昭和27年度には，前
年の3.4倍という急激な伸びをみせ」（日本世論調査協会
1986：45）たとあるように，自治体に世論調査が浸透し
始めたのである。なお，デミング（W. E. Deming）の
著書の翻訳として日本生命保険統計数理研究所（1951）
がある。
10　日本における行政広報の先駆的研究者のひとりである
（小山1975：9）は，パブリック・リレーションズが日本
に輸入された当時のことについて，次のように語ってい
る。「パブリック・リレーションズ Public Relations と
は，戦後新しく日本に輸入された観念と言葉である。こ
の米国で誕生した言葉は，具体的な明確な内容を示して
いないので，実際家の方面からも学会の方面からも広範
な議論をひき起こしている。一般に妥当する体系や統一
的な概念構成がまだ作られていないということはすべて
のパブリック・リレーションズの努力がまだ初期の段階
にあることからきているものであって，科学的に明確な
概念が定立されるにはパブリック・リレーションズと呼
ばれているものに密接に結びついている各個の現象に関
する正確な事実認識が前提となるものである。このこと
は，パブリック・リレーションズが，まず実際の必要か
ら生じたものであって，理論から成立したものでないこ
とを示すものである」。
11　民間情報教育局 CIE（Civil Information & Education 
Section）は1947年から1948年にかけて13回の弘報技術
講習会を実施した。この講習会のプログラムの詳細につ
いては，濱田（2007）を参照されたい。その後，広報紙
の発行や報道対応などの体制が整備されたが，朝鮮戦争
を契機とした連合国の占領政策の転換により，地方自治
の充実よりも，行政の簡素合理化，能率化に主眼が置か
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れ，早くも自治体における行政民主化の手段である広報
の確立という構想が変容をせまられたのである。
12　たとえば，横浜市長の飛鳥田が提起した「一万人集
会」，東京都知事の美濃部の「対話集会」などがある。
住民が個別に意見を表明できる「市長への手紙」「市政
モニター」「相談行政」もこうした対話の一例といえる。
これらの施策は，その後の自治体の広聴手法に大きな影
響を及ぼした。しかし，住民との直接対話が「実質的に
住民と行政の間にあったミゾをふさいだとはいえない。」
という側面もある（村松1988：62）。
13　昭和の大合併は，1953年の町村合併促進法及び1956年
の新市町村建設促進法により，「町村数を約３分の１に
減少することを目途」とする町村合併促進基本計画（昭
28年10月30日 閣議決定）の達成を図ったものである。
合併の結果，1947年に10,505団体あった市町村は1965年
には3,257団体に減少した。詳細は，総務省ウェブサイ
ト「合併デジタルアーカイブ」参照。
　http://www.gappei-archive.soumu.go.jp/index.html 
［2013-9-10 accessed］
14　山形県金山町による自治体初の情報公開条例の制定
（1982年）や神奈川県・埼玉県による情報公開条例の制
定（1983年）など。
15　自治体への CRM の導入については，田熊（2002），
仲井（2003），北川（2003），大和（2004）などの研究が
ある。
16　「電子行政オープンデータ戦略」（IT 戦略本部，2010）
においては，個人情報の保護に配慮した上で，二次利用
可能な形で行政情報を公開するオープンデータの目的と
して，⑴透明性・信頼性の向上，⑵国民参加・官民協働
の推進，⑶経済の活性化・行政の効率化，があげられて
いる。
17　日本における広報研究の先駆的研究者である小山は，
1971年の著作においては，「公聴」という用語を使用し
ているが，1975年においては小山（1975：13）で言葉の
使用について言及し，「公聴」を「広聴」に変更している。
18　樋上（1953a）が指摘した理念は以下のとおりである。
水平性とは行政が住民と同列の立場で相互理解に基づく
協力を求めること，義務性とは情報の公開が義務である
こと，交流性とは双方の意思を交流させること，客観性
とは真実を知らせること，教育性とは低調な住民の自治
意識の向上を図ることである。
19　住民全体の意見構造の情報を収集する理由について，
「とくに都市においては他人の行動の予測がたたず，特
定の政策決定やその実施が都市住居者にいかなる反応を
生み出すかを的確に把握することは容易ではないからで
ある」（辻1976：26）と都市化に伴い世論の把握が困難
になっている状況を述べている。
20　電子会議室とはインターネットのホームページ上に設
置した電子掲示板などを使って意見交換や情報交換する
仕組みのことである。2004年には電子会議室は900以上
の自治体により運営されていたが，運用のためには多く
のリソースの投入が必要である反面，多くの電子会議室
で書き込みがほとんどないことや不適切発言などにより
閉鎖に追い込まれるケースもあり現在では活発に活用さ
れている例はほとんどない。詳しくは，ICT を活用した
地域社会への住民参画のあり方に関する研究会による住
民参画システム利用の手引き」を参照されたい。
　http://www.soumu.go.jp/denshijiti/ict/index.html 
［2013-12-10 accessed］
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